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（別紙） 

 

議案第３８号 奈良市一般職の任期付職員の採用及び 

給与の特例に関する条例の制定についてに対する修正案 

 

 奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の制定につい

ての一部を次のように修正する。 

第１条中「第３条第１項及び第２項」の次に「、第４条、第６条第２項」を、

「第７条第１項」の次に「及び第２項」を加える。 

第９条を第１４条とする。 

第８条中「第２条各項」を「第２条又は第３条」に改め、同条を第１３条と

する。 

第７条第３項中「第７条第１項」を「第９条第１項」に改め、同条を第９条

とし、同条の次に次の見出し及び３条を加える。 

（非専門的任期付職員の給与の特例） 

第１０条 非専門的任期付職員（企業職員である非専門的任期付職員を除く。

次条において同じ。）の給料月額は、給与条例第７条第１０項の規定を準用す

る。 

第１１条 給与条例第６条から第７条（第１０項を除く。）まで、第２２条及び

第２２条の２の規定は、非専門的任期付職員には適用しない。 

（企業職員である非専門的任期付職員の給与の特例） 

第１２条 企業職員給与条例第４条及び第１０条の２の規定は、企業職員であ

る非専門的任期付職員には適用しない。 

第６条第２項中「第５条第３項」を「第７条第３項」に改め、同条を第８条

とする。 

第５条を第７条とする。 

第４条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第１項の次に次の１項を加え、同条を第６条とする。 

２ 任命権者は、第３条の規定により任期を定めて採用された職員（以下「非

専門的任期付職員」という。）の任期が３年（前条に定める場合にあっては、



５年。以下この項において同じ。）に満たない場合にあっては、採用した日か

ら３年を超えない範囲内において、その任期を更新することができる。 

第３条第１項中「前条各項」を「第２条各項」に改め、同条を第４条とし、

同条の次に次の１条を加える。 

（任期の特例） 

第５条 法第６条第２項に規定する条例で定める場合は、第３条第１項第１号

に掲げる業務の終了の時期が当初の見込みを超えて更に一定の期間延長され

た場合その他やむを得ない事情により同条の規定により任期を定めて採用さ

れた職員の任期を延長することが必要な場合で、同条の規定により任期を定

めて採用した趣旨に反しないときとする。 

第２条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（職員の任期を定めた採

用）」を付し、同条の次に次の１条を加える。 

第３条 任命権者は、職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限って

従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、

職員を任期を定めて採用することができる。 

(1) 一定の期間内に終了することが見込まれる業務 

(2) 一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務 

２ 任命権者は、法律により任期を定めて任用される職員以外の職員を前項各

号に掲げる業務のいずれかに係る職に任用する場合において、職員を当該業

務以外の業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保する

ために必要であるときは、職員を任期を定めて採用することができる。 

附則第２項の見出しを削り、同項の前に見出しとして「（給料月額の特例）」

を付し、同項中「第５条第１項」を「第７条第１項」に改め、同項の次に次の

１項を加える。 

３ 平成２６年３月３１日までの間、非専門的任期付職員の給料月額は、第１

０条の規定にかかわらず、給与条例附則第１７項の規定を準用する。 

 

 

（提案理由） 

原案に地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年 



法律第４８号）第４条の内容を上乗せし、集中的に職員配置する必要のある部

署への対応を可能にすることにより、社会情勢の変化によって重要性が増して

いる分野への対応を図る。 

 

 


